意思決定と社会情報を問い続けて 20年の歩み by 富山, 慶典 & Tomiyama, Yoshinori
群馬大学社会情報学部研究論集 学部創設 20 周年記念特別号 29－50 頁 2013 29 
 
 
意思決定と社会情報を問い続けて 
20 年の歩み 
 
富山 慶典 
意思決定科学研究室 
 
Yoshinori TOMIYAMA 
Decision Science 
 
 
1. はじめに 
1994 年 4 月 1 日，わたしは 3 つの夢を携えて群馬大学社会情報学部に着任した。第 1 の夢は「社会
情報学会の設立」である。新しい社会情報学を学問として構築していくためには，日本の世界の研究
者が研究発表を通して切磋琢磨する学会が必要不可欠であり，そのための組織づくりである。第 2 の
夢は「大学院の設置」である。高等教育機関である以上，学部の卒業生の進路のひとつとして，後継
者を育成する場として，時代の要請を受けた高度専門職業人を養成する機関として，大学院の設置は
学部の最重要課題である。そして第 3 の夢は「社会情報学への貢献」である。わたしが専門としてき
た意思決定科学は情報とのさまざまな関係をすでに探求の対象としてきているから，意思決定研究か
らどのように社会情報学の構築に貢献できるのかはわたし個人にとって大きな課題である。 
これら 3 つの夢には，少なくとも 3 つの共通点がある。一つ目は社会情報学部と社会情報学の発展
にかかわるということであり，二つ目は多くの人々が協働・共同しなければ達成できないということ
であり，三つ目はわたしが着任した時点ではほぼゼロからスタートしなければならないということで
ある。 
本稿では，これら 3 つの共通点を意識しながら，3 つの夢およびその関連事項の実現をめざした諸
活動について，当時の熱気や雰囲気ができるだけ伝わるように当時作成した生資料を挟んだりしなが
ら，ちょっとした秘話も交えて書き綴ることにする。もとよりわたしが携わったところを中心とせざ
るを得ないが，諸活動の周辺にもできるかぎりの目配せを試みたい。 
 
2. 社会情報学会の設立とその周辺 
社会情報学部の教育内容に大きな影響を与えるのは，社会情報学という学問の構築・発展である。
社会情報学の構築をめざす研究活動は，群馬大学社会情報学部の外でのものと学部の中でのものに分
けることができる。この順に述べていく。 
30 富山 慶典 
 
2.1. 学部の外での動き 
社会情報システム学研究会の発足 学部外での動きで，真っ先に取り上げなければならないのは，
電気通信大学の太田敏澄が主催する「社会情報システム学研究会」である。日本社会情報学会の発足
よりも 1 年早く 1995 年に立ち上げられたからである。社会情報学の研究組織としては，国内初のもの
だったと推察される。その設立趣意書には，研究会の目的と意義および研究の個別的テーマが，次の
ように書かれている。 
 
1．研究会の目的と意義 
 今日，インターネットの爆発的拡大に象徴される情報ネットワークの世界的展開と高度情報
化技術の進展・浸透に伴い，「仮想社会」や「バーチャル組織」が発現し，社会と人間，情報
システムの新たな関係が率直に問われ始めている。このような中で，社会情報システム学の意
義は，社会や人間と情報との関わりを，社会や人間の側からモデル化し，科学的考察の対象と
すると同時に，人類の幸福のための情報技術を開発することにある。すなわち，社会情報シス
テム学の研究は，21 世紀の高度情報化社会の形成に不可欠な課題であることはもとより，社会
システム研究や組織工学，人間科学研究に新たな方法論をもたらし，更に，日本の情報関連研
究領域の基盤としてのソフト系科学研究の中心的課題であると位置付けられる。 
 本研究会では，社会システムや情報システム，情報等を一体的・複合的に考察し，社会組織
や経営組織，情報の組織・プロセス，生産の組織・プロセスなどを包含する共通のパラダイム
として，社会情報システムを位置付ける。すなわち，社会情報システムは，政治・行政情報シ
ステムや経営情報組織はもとより，CIM やロボット技術，CAD，グループウェア，自然言語処
理，EDI，CALS 等にも深く関連する総合的技術パラダイムでもあると考えられる。 
 
2．研究の個別的テーマ 
 社会情報システムの研究を遂行する個別テーマとして， 
(1) 知的分散主体やその集合体における自己組織化や情報システムの創発に関する組織知
能や相互学習の動態の研究， 
(2) 社会的複雑性と自己生成発展モデルに基づく新たな社会モデルの構築， 
(3) Artificial Society（人工実現社会）の理論的・技術的構築とリアリティのある社会シミュ
レーションの実現， 
(4) 社会論理の数理論理による表現可能性の研究， 
(5) 意思決定支援システムへの社会シミュレーション技術の実装と組織意思・社会意思の
実現化の研究， 
(6) 単なる投票マシーンや集計的電子民主主義を超えた社会知能型政治・行政情報システ
ムの基礎モデルの構築と技術的基盤整備， 
(7) 社会情報システムにおける人間行動と社会心理に関する研究， 
(8) 社会情報と自然言語処理の研究， 
(9) 社会情報・社会知能型 CIM の研究， 
(10) 経営・経済組織と情報表現に関する統合的研究， 
(11) EDI や CALS を含む経営情報システム， 
(12) 情報ネットワーク社会の社会動態の研究等を挙げ， 
それぞれについて，異なる専門的見地から複合的検討を行う。 
 
わたしがこの研究会の存在を知ったのは，数理社会学会のニュ−ズレタ−に掲載されていた「第二回
社会情報システム学シンポジウム」の案内記事を読んだときであった。そして，不思議なことが起こ
る。記事を読んだ少し後に，東京工業大学の故熊田禎宣（わたしの博士論文の指導教官）から，同シ
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ンポジウムの座長を代行して欲しいと依頼されたのである。研究会に興味を持っていたわたしは，“渡
りに船”とばかりに早速に研究会に入会届を提出した。当時のわたしの研究内容，意思決定と情報に
まつわる問い，社会情報システム学における研究関心などがコンパクトに書かれているので，研究会
の ML に流した自己紹介を次に載せさせていただく。 
 
わたくしは，群馬大学社会情報学部に所属している『富山慶典（とみやまよしのり）』と申
します。 
これまで，個人的・相互的（ゲ−ム理論を中心に）・集合的（社会的選択理論を中心に）意
思決定と選択の諸問題に，心理学実験や数理モデル解析・シミュレ−ション・システム開発の
方法論を用いて研究しております。 
「意思決定にとって情報が重要である」という認識は共有化されているように思います。し
かし，どのような意味で重要なのか，どのように関連しているのか，などといったより具体的
な問いに対する答えは現状ではまだかなり不十分であるように思います。いま関心を持ってい
る現象は「組織の中で構築された情報システムが意思決定者によってあまり利用されていない」
というものです。なぜなのでしょうか？ 
社会情報システム学との関連では，(4)社会論理の数理論理による表現可能性の研究，(5)意思
決定支援システムへの社会シミュレーション技術の実装と組織意思・社会意思の実現化の研究，
(6)単なる投票マシーンや集計的電子民主主義を超えた社会知能型政治・行政情報システムの基
礎モデルの構築と技術的基盤整備，(7)社会情報システムにおける人間行動と社会心理に関する
研究，などに関心を持っております。 
現在の所属学会は，日本行動計量学会と数理社会学会・日本計画行政学会・日本都市情報学
会です。 
どうぞよろしくお願いいたします。 
 
この研究会が主催するシンポジウムは，毎年1回開催され，2013年1月23日（水）に第19回社会情報
システム学シンポジウムが開催されている。全国から多くの研究者が集まり，社会情報システム学の
研究発表が行われている。わたしは，このシンポジウムで座長を務めさせていただいたり，特別講演
や一般発表の機会を与えていただいたりしながら，意思決定と社会情報に対するさまざまな問答過程
を経験してきた（後述）。学問の発展にとっても，わたし個人の成長にとっても，この研究会とシン
ポジウムの存在はとても大きなものがある。 
社会情報学会の設立と統合 学部外の動きで次にあげなければならないのは，やはり日本社会情報
学会の設立である。といっても，じつは日本語名称のまったく同じ 2 つの学会が 1996 年 4 月に同時に
発足した。ひとつは，JASI（The Japan Association for Social Informatics）であり，日本都市情報学会（1988
年発足）が改名したものであった。もうひとつは，JSIS（The Japan Society for Socio-Information Studies）
であり，われわれと同様に新たに設置した社会情報学部に所属する教員たちが中心となって，ゼロか
ら発足させたものであった。 
ここで秘話をひとつ。わたしは日本都市情報学会の会員であり，かつ，群馬大学社会情報学部の教
員であった。したがって，それぞれから学会の日本語名称の検討経緯についての情報を入手していた。
なので，日本語名称のまったく同じ 2 つの学会が同時に発足してしまう可能性を比較的に早くから危
惧していた。それは，“時代の要請をうけた新しい学問である社会情報学を構築・発展させ，その教育
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を受けた人材を育成して社会に貢献していかなければならない”というミッションをもったわれわれ
にとって，決して望ましいことではないと考えたからであった。若輩にもかかわらず，いや若輩だっ
たからこそできた行動だったかもしれないが，わたしは日本都市情報学会の副会長を務めていた故熊
田禎宣を東京工業大学に尋ね，次のように迫った。「社会情報学の学問はこれからなのに，はじめか
ら日本語名称のまったく同じ学会が 2 つもできてしまうなんて，おかしいです。大所高所から，先生
のお力でなんとか 1 つにまとめてくださいませんか。お願いいたします」。その後しばらくして，熊
田から，社会情報学会の件で群馬大学の先生方にお会いしたい，人選は任せるので，3 月下旬でうま
く設定して欲しいという依頼メールが届いた。それを受けて，わたしは次期学部長に決まっていた沖
田健吉に相談しながら，社情側の準備を整えた。そして，1996 年 3 月 28 日（木）11:00～12:30，教養
教育 B 棟会議室で，昼食をとりながら会合がもたれた。その会合でどのような内容がどのように話さ
れたのかについての記録はわたしの記憶もふくめ幸か不幸か残っていない。そして，その会合の 4 日
後に，日本語名称のまったく同じ 2 つの日本社会情報学会が同時に発足したのである。 
2003 年まで，2 つの学会はそれぞれ独立に活動することになる。わたしは，JASI の方で，1997 年
から 2012 年まで理事を務め，2008 年から 2010 年まで須藤修会長のもとで副会長を拝命しながら，学
会の運営に携わった。一方，JSIS の方は，群馬大学社会情報学部の教員が理事や副会長や会長を務め，
2002 年に荒牧キャンパスで全国大会を開催している。社会情報学の研究成果が学会の全国大会や機関
誌や書籍などを通じて公表されてくるにつれて，研究者同士の交流が少しずつはじまり，社会情報学
の確立・発展をめざすために 2 つの学会で研究交流をはじめようという気運が高まってきた。そして，
2004 年 3 月 6 日に「今日的課題としての社会情報学」というテーマで第 1 回合同研究会が早稲田大学
で開催された。次がその時の案内文である。 
 
2004 年 2 月 20 日 
会 員 各 位 
 
第 1 回 合同研究会のお知らせ 
 
 我が国には「日本社会情報学会」という同一名称の学会が二つあり，両学会はこれまで独立
に活動を続けてきました。しかし，社会情報学の確立・発展を目指すという点では共通の目標
をもっています。情報化が進展している今日，情報にかかわる諸問題を多角的な視点から考察
することは，現代社会の解明にとって不可欠な課題となっています。社会情報学がこの課題に
応えるためには二つの学会のあいだで研究交流をはかることが必要であるように思われます。 
 そこで両学会の研究交流の一環として，このたび合同研究会を開催することになりました。
第 1 回合同研究会は，「今日的課題としての社会情報学」というテーマで開催いたします。学
会が発足して以来，二つの学会は，それぞれ社会情報学の課題や方法に関する検討を行ってき
ました。その成果の一端は，遠藤薫編著『環境としての情報空間』や，伊藤守・小林宏一・西
垣通・林利隆・正村俊之編著『シリーズ 社会情報学への接近』に示されています。今回の合
同研究では，このような研究成果を踏まえながら社会情報学のあり方を問い直し，社会情報学
は何を目指すべきかを検討したいと思います。皆様どうぞ奮って参加下さい。 
 
学術委員長 遠藤  薫 
理事・研究会委員長 正村 俊之 
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今にして思えば，この合同研究会はまさに開催するべくして開催されたものだったのかもしれない。
翌 2005 年 9 月 12 日〜14 日，社会情報学フェアの一貫として，両学会は京都大学において全国大会を
開催することになったからである。セッションの司会とコメンテーターを両学会の会員から組み合わ
せたり，合同ワークショップを企画したりした。まさに，学会としての実質的な合同大会と呼ぶに相
応しいものであった。このときの会員へのアンケートの結果が合同大会開催に前向きだったことを受
けて，2006 年の学習院大学での大会からは「日本社会情報学会(JASI&JSIS)合同研究大会」として開
催することになる。その中で，今度は全国大会の合同開催ではなく，もう一歩すすめた形の学会の統
一という気運が高まってきたのは，しごく自然なことであった。そして，両学会の理事会は，合同大
会の度に会員にアンケートを実施するなどして統一への合意形成を慎重に丁寧にはかっていった。 
そして，ついにその時がやってきた！ 2012 年に 2 つの日本社会情報学会が統一され，「一般社団
法人 社会情報学会（The Society of Socio-Informatics；SSI）」が新たに発足したのである。わたしにし
てみれば，19 年目の春が来たのだ。1994 年に若輩の身でありながら，両学会の幹部の先輩方に 2 つの
学会を 1 つにして欲しいと懇願したものとしては，私人として感無量であったことは言うまでもない。
さらに，奇跡的なことが重なる。それは，SSI の初代会長である伊藤守より，SSI の第 1 回全国大会を
群馬大学社会情報学部で開催してもらえないかという打診があったのである。学部長を務めていたわ
たしは，学部名と同じ名称をもつ学会の全国大会を，それも統一後の記念すべき第 1 回大会を開催で
きることに，大きな名誉と責任と意義を感じた。社情に所属しているすべての SSI 会員に，公人であ
る学部長としての想いをお伝えしつつ，ご相談させていただき，伊藤会長からの依頼をお引き受けす
ることになった。森谷健実行委員長のもと，社情に所属しているすべての SSI 会員の皆様のご理解と
ご協力のおかげで，第 1 回全国大会（2012 年 9 月 14 日〜16 日）は荒牧キャンパスにおいて成功裏に
幕を閉じることができた。最後になるが，第 1 回 SSI 全国大会の開催にあたっては，群馬大学から「後
援」を頂戴した。これは，異例中の異例の対応であり，ご理解とご支援をくださった高田邦昭群馬大
学長にはこの場を借りて改めて深く御礼を申し上げる。 
 
2.2. 学部の中での動き 
社会情報学の構築をめざす研究活動について，群馬大学社会情報学部の中に目を向けてみよう。20
年間を概観してみると，じつに多様な活動をしてきていることが分かる。それらの詳細については，
2008 年に設置した学部附属社会情報学研究センター（以下，附属研究センター）のホームページ
（http://www.si.gunma-u.ac.jp/kenkyu/index.html）をご覧いただきたい。ここでは，わたしがかかわった
中でも記憶が強く残っている研究論集の電子ジャーナル化と社会情報学シンポジウムの立ち上げにつ
いて，この順に述べたい。 
研究論集の電子ジャーナル化 群馬大学社会情報学部研究論集は，学部所属の教員たちの研究成果
を発表する媒体として 1995 年 3 月に発刊された。以後，毎年一巻が発行され続け，最新号は第 20 巻
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である（1997 年だけ 2 つの巻が発行されている）。この論集についてわたしが当初から気になってい
たのは，媒体が紙であるということだった。情報化の健全な進展を推進しなければならない社会情報
学部の機関誌が紙媒体であるというのは，わたしにとってどう考えても理解ができなかったのである。
それと同時に，学部の外では学会の機関誌を含む国内外のさまざまな学術雑誌が電子化されてきてい
た。このままだと，社情の研究論集を読んでくれる研究者は誰もいなくなるのではないか，そんな危
機感を抱いていた。 
2001 年，研究論集の電子ジャーナル化に向けて正式に検討を開始できるチャンスがやってきた。論
集の企画・発行を担当している研究委員会の委員長を拝命したのである。研究委員会では早速に検討
を開始し，学部内でのこれまでの議論の経緯を整理し，電子ジャーナル化へ向けた手順およびタイム
テーブルを盛り込んだ「研究論集のデジタル化への移行」と題する委員会案を 6 月に作成した。そし
て，6 月定例教授会での協議事項として上程し，審議をへて委員会案は承認をいただいた。その時の
手順およびタイムテーブルは次の通りである。 
 
経費が縮小されてきていることと学部の特徴とを踏まえて，つぎのような計画で，論集のデジ
タル化を実施すべく準備を整えていく。 
（1）2001 年度：投稿細則を再検討しつつ，フォーマットを作成するなどして，将来のデジタル
化に向けての準備を整える。 
（2）2002 年度から：希望する教官は 2001 年度に作成されたフォーマットにしたがって，ダイ
レクト印刷原稿で投稿できるようにする。 
数年間は，現行方式とダイレクト印刷方式を混合させる。経費の削減にはあまり寄与し
ないが，教官の情報処理技術を向上させていただく期間とする。 
経費の削減や教官の意識，大学評価などの動向をみながら，数年後にはダイレクト印刷
を完全実施する。 
（3）xxxx 年度：ダイレクト印刷を完全実施とともに，論集を電子出版する方向で検討する。た
とえば，オンライン・ジャーナルや CD-ROM など。 
 
その後，歴代の研究委員長のもと，計画の一部が早くなったり遅くなったりはしたものの，教職員
の協力を得て，研究論集の電子ジャーナル化は順調にすすんでいった。附属研究センターを 2008 年に
設置したことにともない，研究論集の仕事は研究委員会から附属研究センターに移管された。2008 年
からは，附属研究センター長のもとで，電子ジャーナル化が推進された。附属研究センター長は学部
長が兼任することになっていた。ここで，奇跡的なことが起こる。2009 年度から 2 年間，わたしが学
部長を務めることになったのである。わたしは，附属研究センター長として，電子ジャーナル化の最
後の詰めに着手した。そして，2011 年 3 月，ついに電子ジャーナル化が完了した！ 数えてみれば，
研究委員長として「研究論集のデジタル化への移行」を発議した 2001 年から，10 年が過ぎていた。
未解決だった方程式が解けて，xxxx＝2011。 
社会情報学シンポジウムの立ち上げ 学部が主催する社会情報学シンポジウムは，学部所属の教員
たちが研究している最新のトピックをたてて，学外の研究者も招き，学部生や大学院生だけでなく地
域の人々にもオープンにしたものであり，1997 年に開始された。以後，毎年開催してきた社情にとっ
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て重要な活動である。ここでは，このシンポジウムの立ち上げにまつわる秘話を紹介したい。上述し
たように，社会情報学という学問を発展させていこうとする学部外の動きは，1995 年の社会情報シス
テム学シンポジウムの開催，1996 年の日本社会情報学会の発足に象徴されるようにかなり活発化して
きていた。一方，学部内の動きも，これも上述したように 1995 年の研究論集の発刊にみられるように，
沈滞していたわけではなかった。しかし，ひとりひとりの教員が研究しているだけでは，群馬大学社
会情報学部の存在を国内外にアピールできる研究拠点を形成することは難しいのではないかとわたし
は感じていた。そのためには，大小にかかわらず様々な研究会が立ち上がる必要がある。にもかかわ
らず，学部内にはそのような動きも雰囲気もないではないかという次第である。 
ここでまた，わたしの悪い癖が出る。若輩にもかかわらず，いや若輩だったからこそできた行動だ
ったかもしれないが，わたしは沖田健吉学部長を尋ね，次のように迫った。「われわれは，社会情報
学という新しい学問の構築に務めなければならないはずです。それぞれの教員は取り組んでいるよう
です。しかし，それだけでは足りません。それらを活性化させたり新しい共同研究を生み出したりす
るための学部としての取り組みが不可欠です。わたしで良ければ汗をかきますので，学部長は先頭に
立って引っ張ってくださいませんか。お願いいたします」。その後，わたしは学部の先生方を尋ね意
見交換や相談をさせていただき，その結果を沖田学部長に報告しながら，企画をねっていった。そし
て，1997 年 2 月 24 日，第 1 回社会情報学シンポジウムを開催することができた。その当時の雰囲気
を感じ取れるので，作成したチラシの原稿を下に掲載させていただく。しばらくぶりに見て，驚いた
ことがある。なんと，1 期生で学部 3 年生の有坂誠君がパネリストとして参加しているではないか！ 
 
第 1 回社会情報学シンポジウム 
 
『社会情報学の構図』 
 
日時：1997 年 2 月 24 日（月） 13 時 00 分〜16 時 15 分 
場所：Ａ棟 320 教室 
 
目的： 最近，“社会情報学はなんだかおもしろそうだ！”という声をあちこちでよく耳にする。
このように言うと，“本当かな？”と首を傾げる方もおられるかもしれない。“だって，コレはま
だ始まったばかりだし，これと言った新しい成果もまだ出ていないし，・・・”と。ところが，実
は，既存の様々な領域において，社会情報学への新たなアプローチが試みられてきているのであ
る。これらの新たな試みをお互いに理解し合い，個別の試みをある共通の枠組みの中に相互に位
置づけることのできる「社会情報学の構図を構想すること」が，社会情報学を発展させるために
は必要不可欠である。 
 しかし，残念なことに，多くの場合，ある領域での新しい動きが他の領域の人々の目に触れる
ことは少ない。様々な領域で社会情報学にアプローチしようとしている人々が一同に会し face to 
face で「社会情報学の構図をどのように構想するのか」について議論を交わし深めることはもっ
と少ない。 
 そこで，沖田学部長に基調講演をお願いし，それに続いてぞれぞれの領域で研究している先生
方にその領域から社会情報学にアプローチするときの構図を報告していただくことにした。さら
にこれらに基づき，『社会情報学の構図』というテーマで，異なった研究領域の教官が相互に異種
交配の情報交流をはかりつつ，学生諸君と共に討論を行うことにした。 
 これらの討論から，社会情報学の構図を創造的に構想し，社会情報学を学び研究する人々でそ
れらの構図を共有化することにより，社会情報学を「もっとおもしろく」する道を探りたい。 
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 社会情報学に何らかの形で係っておられるすべての教官と，大きな夢をもって 21 世紀に活躍し
ようとしているすべての学生諸君とが積極的に参加していただけることを有志一同こころから期
待している。 
 
プログラム 
 
司会・オーガナイザ：富山慶典（助教授，社会情報基礎講座） 
 
13：00〜13：30 基調講演 
 「社会情報学の構図（私論）」  沖田健吉（教授，経済・経営情報講座） 
 
13：30〜15：15 パネルディスカッション 
 1．「情報」科学の移り変わり       佐渡一広（助教授，社会情報基礎講座） 
 2．情報・メディアと情報行動の諸問題  黒須俊夫（教授，社会・情報行動講座） 
 3．都市化と情報化の深い仲       小林修一（助教授，社会・情報行動講座） 
 4．『情報』に躍らされる政治と行政    稲葉清毅（教授，政策・行政情報講座） 
          −休憩− 
 5．情報プロセスと株価変動       寺石雅英（助教授，経済・経営情報講座） 
 6．言語という情報から         有坂 誠（3 年生，経済・経営情報コース） 
 
15：15〜15：45 コメンティタ 
  田村泰彦（教授，経済・経営情報講座） 青木繁伸（教授，社会情報基礎講座） 
  落合延高（教授，社会・情報行動講座） 大久保規子（講師，政策・行政情報講座） 
 
15：45〜16：15 フロアとの質疑応答 
 
16：15 終了 
 
 
3. 大学院の設置と UFO活動・改革 
 
3.1. たった一つの委員会と昼夜開講制の具体化 
1994 年 4 月に入学した学部 1 期生は 1998 年 3 月に卒業する。その卒業生たちの進路のひとつとし
て，大学院社会情報学研究科がないわけにはいかない。1998 年 4 月に大学院修士課程を創設すること
は，高等教育機関としての社会情報学部にとって最優先課題だったのである。沖田健吉学部長は，設
置準備室を兼ねたプロジェクトチームを編成した。わたしは，設置構想そのものには係わらなかった
が，ニーズ調査を担当することになった。ニーズ調査とは，構想された大学院が設置されたら入学し
たいと考える人々がきちんと確保できるのかという調査と，その大学院の修了生を雇用したいと考え
る企業等がきちんと確保できるのかという調査である。いわゆる入口と出口の調査である。そして，
学部が設置された当時に立てられていた基本計画にしたがって，1998 年 4 月に群馬大学大学院社会情
報学研究科修士課程は創設された。 
どこかで聞いた言葉なのだが，自分で自分を褒めたいことがある。それは，設置された大学院の初
代の教務小委員長を完成年度までの 2 年間務めたことである。じつは，大学院の運営に係わる委員会
は，たった一つしかなかった。それが教務小委員会だったのである。なぜ教務委員会でなくて，大学
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院なのに教務小委員会なのかというと，学部に既にあった教務委員会と同じ名称では紛らわしいとい
うのがその理由であった。一つしかないのだから，教務小委員会が大学院におけるすべての事項に係
わらざるを得ない。教務も入試も担当したのである（現在は，大学院学務委員会と大学院入試委員会
に分かれている）。とにかく，ゼロからの出発なので，履修届や成績証明書等の教務関連様式も，募集
要項や合否判定基準等の入試関連様式も，ひとつとして存在していなかった。すべての様式や手続き
をゼロから作成しなければならなかったのだ！ これぞ，‘名ばかり小委員会’の他のなにものでもな
かった。 
そんな中で，もっとも悩んだのは，ニーズ調査で社会人からの要望が多かった「昼夜開講制」をど
のように具体化するかという問題であった。昼夜開講という文字通りに，昼間と夜間に同じカリキュ
ラムをそれぞれ実施できれば理想的であることは間違いない。しかし，夜間に多くの時間帯を設ける
こと自体そもそも困難だし，それが可能になったとしてもそれでは教職員の負担は倍増することにな
る。さて，どうすればいいのか？ 委員たちとアイデアを出しながら検討して辿り着いたのが，次の
制度設計であった。すべての授業科目を、必修科目や専門分野のバランスなどを考慮して 2 つのグル
ープ（A とB）に分ける。そして，偶数年には A グループの授業を昼間に B グループの授業を夜間に
開講する。翌年の奇数年にはこれを逆転させ、A グループの授業を夜間に B グループの授業を昼間に
開講するのである。こうすれば，昼間に仕事をしている社会人が大学院に入学してきても，修了年限
である 2 年で夜間の授業を履修するだけで（昼間の授業を履修することなく），修了に必要な単位を取
得できるという仕組みである。この制度は，現在までずっと使われ続けている。 
 
3.2. サテライト高崎から地域 UFOへ 〜キャンパスを飛び出した教育活動〜 
サテライト高崎の始動 この大学院の特徴の一つに，キャンパスを飛び出し地域に出向いておこな
う教育活動がある。その先鞭をつけたのは，寺石雅英が2002年から主催・開始した『産学連携サテラ
イト大学院「群馬大学サテライト高崎」』である。高崎駅の近くにオフィスを構える企業と連携し，
そのオフィスで授業を開講する。講師は大学の教員と企業の第一線で活躍しているビジネスマンであ
る。このねらいについて寺石は次のように述べている。「大学での理論的蓄積と実務界における経験的
蓄積を融合させることで，ビジネスの場において即効性を有する実戦的な分析能力や意思決定能力の
養成が可能となる。また，科目等履修生の制度の積極的活用によって，一般学生として学習する時間
的余裕はないが，大学院レベルの高度なビジネス教育を望む社会人のニーズに応えることができるよ
うになる」。このサテライト高崎は，激しく変化する現代社会のニーズに応えるべく，小まめにリニュ
ーアルしながら，現在は杉山学を中心に継続して実施されている。 
第二弾は観光 UFO キャンパスを飛び出す教育活動の第二弾は，寺石雅英とわたしが 2006 年から主
催・開始した『移動開設型サテライト大学院「観光 UFO（Ubiquitous Frontier Office；ご要望があれば
どこでも飛んで行きます）」』である。ことの発端は，群馬県旅館ホテル生活衛生同業組合の入内島一
崇理事長が観光業の活性化に新たな道筋を示すべく，鈴木守群馬大学長に大学院等の開講を要望した
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ことにあった。とはいっても，学部には観光そのものをメインの研究対象としている教員はいない。
しかし，社情に期待されている以上，その期待に応えたいし，応えなければならない。そんな想いで，
寺石とわたしは，土日を中心に，お互いにできることを出し合いながら，電子メールを使ってアイデ
アを練っていった。そうこうしながら作り上げ，寺石がまとめた教育プログラムの骨子が，次のもの
である。 
 
（1）旅館やホテルの経営者や管理者，観光振興に携わる自治体職員，観光関連団体職員，将来観
光関連ビジネスを起業あるいは就職先として選択しようとする大学院生等を対象とした大
学院科目「旅館・ホテル経営論」と「観光プロジェクト創造論」を開講する（いずれも授業
回数は 15 回，付与単位数は 2 単位）。 
（2）各開講科目は，本研究科の教員と，新たに客員講師として招聘する観光分野の専門家の協同
体制によって進められる。 
（3）授業は，常設の教室において定期的に行われるものではなく，各観光地の自治体や各種団体
からの開講申込（必要最少受講者数は 20 名程度）があった段階で，当該地域の希望や事情
を考慮しながら開講スケジュールや開講場所（特設教室）を決定する「移動開設型」である。 
（4）学生募集に際しては，MOT プログラムを実施している「サテライト高崎」と同様，「科目
等履修生」の規定をフルに活用することによって，「観光UFO」における開講科目のみの受
講希望者を積極的に受け入れる。 
（5）オプション・メニューとして，上記科目に加え，学部学生がインターンシップとして，ホテ
ル，旅館，観光関連施設等での業務に従事するとともに，その経験を踏まえて，若者の視点
からの新規（改善）プロジェクトを策定･提案する「インターンシップ＆若者提案プログラ
ム」も用意する。 
 
「旅館・ホテル経営論」は，旅館やホテルの経営スキルやノウハウを，特に現状からの V 字回復や
経営革新を成功に導くための知識や思考方法に焦点を当てながら習得することを目的とする科目で，
経営学を専門とする寺石が担当する。一方，「観光プロジェクト創造論」は，温泉地・観光地全体の集
客力やブランド力を高めるためには，いかなる着眼点のもとにどのようなプロジェクトを構築すべき
かを，各地域のプロジェクトを受講者自身が実際にデザインというプロセスを交えながら学ぶことを
目的とする科目で，意思決定科学・合意形成論を専門とするわたしが担当する。個別の旅館やホテル
の再生をめざす寺石の「旅館・ホテル経営論」は『点』，温泉地や観光地全体の活性化を考えるわたし
は『面』。点と面のコラボレーションは，じつに楽しいものだった！ 
地域 UFOへの展開 移動開設型サテライト大学院は，現在「観光 UFO」を発展させた「地域UFO」
として継続されている。そのねらいは，1）社情の特徴である地域貢献活動をより充実させたい，2）
社情に所属する（さらには，群馬大学に所属する）より多くの教員の専門性を活かせるようにしたい，
3）観光に係わる問題解決だけでなく，それを含む形で地域が抱えるさまざまな問題解決に応えたい，
そして 4）地域が抱える問題解決に興味や関心のある学部生や大学院生にも参加してもらいたいとい
ったところにある。このコンセプトに合致した最初のプロジェクトは，2009 年・2010 年に森谷健を中
心に実施された「地域づくりと意思決定プロセス〜北軽井沢の活性化を事例として〜」（以下，北軽プ
ロジェクト）である。これは，長野原町からの要請をうけて，北軽井沢コンソーシアム協議会と群馬
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大学大学院社会情報学研究科が公開講座の形で共催したものである。チラシに書いた概要は次の通り
である。 
 
この公開講座は，地域の強みを生かして，効果の高いプロジェクトを創造していくために必要
な知識と手法を，受講者自身が実際にプロジェクトをデザインすることで学ぶことを目的としま
す。 
使用する方法は，これまで自治体・企業等で数多くの実績を積んできた「参加型集団討議・構
造化手法」（愛称：YT 法 − 良い討論法）という方法です。YT 法は 5 つのセッションで構成され
ています。この講座では，第 3 セッションまで行います。 
参加者は講座の中で，「地域に今どんなことが求められ，何がその障害となっており，それを
取り除くためにはどんな解決策がありうるのか」ということを真剣に思考・議論することとなり，
授業終了時には，そうした努力の成果として，自らの地域が取り組むべきプロジェクト提案が完
成するという，とてもユニークなプログラムとなっています。 
 
このYT 法は，わたしが民間のシンクタンクに務めているときに，あちこちの企業の社員研修や自
治体の職員研修などをやりながら，改善に改善を重ねて開発してきた集団討議支援システムの手法で
ある。この手法の特徴は，システムズアプローチに基づくソフトテクノロジーであり，KJ 法のように
カードによる意見表明や意見整理に加えて，ISM やDEMATEL といった構造化手法をコンピュータで
使えるようにしながら，人間の認識構造を“見える化”するところにある。それによって，参加者の
間で認識が一致している箇所と一致していない箇所が具体的に見えることになる。前者は参加者の間
で合意されている箇所を意味するので，とりあえずは一件落着にできる。後者は不合意の箇所を意味
しているので，さらなる集団討議の対象とすることができるというわけである。その結果，参加者の
間での相互理解も促進されることは言うまでもない。現在，YT 法は大学院の授業科目「地域プロジ
ェクト創造論」の中で扱っている。 
YT 法は，寺石雅英との観光 UFO の当初から導入しており，住民参加の公共選択を研究テーマとし
ている小竹裕人と一緒に実施していて，現場での経験を踏まえながら現在でもまだ改善に改善を重ね
ている。いま思い出したのだが，わたしが群馬大学に着任してすぐに，群馬県の田中一雄からの依頼
で，住民参加を支援する新たな手法として，県庁職員と社情学部生を対象とした YT 法のワークショ
ップを実施している（群馬県政策研究会 1996）。 
 
3.3. 時代の変化と学問の発展を踏まえた大学院改革 
社会情報学部は，大学院博士課程の設置を中長期目標に掲げている。それを実現するためには，学
部そのものとその上に設置されている大学院修士課程とをより一層充実した教育研究組織に改革して
いくことが必要である。このような将来構想のもと，2006 年度に学部を社会情報学科の一学科体制か
ら情報行動学科・情報社会科学科の二学科体制へと改組，つづけて修士課程の充実策を検討してきた。
その成果として，2010 年度から入試制度とカリキュラムを中心としたいくつかの改革を実施すること
ができた。研究科長を務めていたわたしは，同年 6 月発行の群馬大学地域共同研究センターニュース
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に，『大学院社会情報学研究科修士課程の改革〜博士課程の設置をめざして〜』と題して，リニューア
ルされより充実した大学院修士課程を広報もかねて紹介した。ディプロマポリシーとカリキュラムポ
リシーとアドミッションポリシー（いわゆる 3P）に係わる部分を以下に抜粋する。 
 
まずは，どのような能力をもった人材を育成するのかという「育成する人材像」です。修士課
程は，社会情報学の深化と発展を図り，社会的・時代的な要請を受けて活躍することのできる「高
度専門職業人」及び「実践的研究者」を養成することを目的とします。「高度専門職業人」とは，
人文・社会科学，情報科学の知識とそれに基づいた社会的洞察力・状況分析能力・科学的思考能
力を駆使して，行政・企業・ＮＰＯなどの各種組織において意思決定に具体的・実践的に関与で
きる人材を指します。「実践的研究者」とは，社会情報過程の主体としての人間と情報化の共存と
いう視点に立って，情報化の進展に伴う経済・社会・産業の諸問題や，地域社会における多様な
組織の在り方を考究できる人材を指します。 
社会情報学部 1 期生が卒業する平成 10 年に設立された修士課程は，その 4 月から学生受入を
開始し，これまで 145 名のこのような人材を世の中に送り出してきました。実社会からのこのよ
うな人材へのニーズは，修了生や雇用主等へ調査において，引き続き確認されています。 
次に，どのような意欲や経験等をもった人材に入学してほしいのかという「期待する人材像」
です。修士課程は，現代社会に氾濫する多種多様な情報を的確かつ選択的に把握し，それを主体
的判断に基づいて加工し，新たな情報発信により情報化社会に積極的に関わっていこうという意
欲のある多様な学生を受け入れます。また，社会人の教育を通して地域社会への役割を果たすと
ともに，国際社会における人材養成への貢献という観点から，世界各地からの研究留学生，交流
協定締結校等からの短期留学生など，積極的に留学生を受け入れます。 
入学定員 10 名のところに，過去 6 年間の平均志願者数は 27.3 人，平均合格者数は 16.0 人でし
た。これらのデータは，上述の育成する人材像に盛り込まれている修士課程の目的及び教育目標
が広く受け入れられ，入学定員を超過して学生を受け入れてきたことを示しています。このよう
な社会からのニーズによりよく応えるべく，2 つの改革を行いました。一つは，10 名から 14 名へ
の定員増です（文部科学省承認事項）。もう一つは，入試制度の改革です。入学試験は，夏季と秋
季の年 2 回あります。いずれの入試も，一般受験者・社会人・外国人留学生のそれぞれで合否判
定します。夏季入試では，「研究計画書」などの出願書類による書類審査を重視し，面接試験の結
果を併せて合否判定します。秋季入試では，専門科目の筆記試験及び「研究計画書」などの出願
書類，面接試験の結果を総合して合否判定します。 
最後に，どのようなカリキュラムや学修・指導方法等によって「期待する人材像」が「育成す
る人材像」へと成長するのかという「教育課程」です。高度情報社会の変化と社会情報学の研究
成果とを踏まえて，カリキュラムを改革しました。その概略を示したのが「履修概念図」です。
この図では，横方向が授業科目の範囲（考究対象の展開），縦方向が授業科目間の相互連関性（考
究のプロセス）を示しています。これらの科目は，各研究領域に関連する問題や課題を，常に情
報及び情報社会との関わりを意識しながら分析し結論や解決策を提示するという，社会情報学に
関する理念・知見・研究方法を学べるように配置されています。 
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（経済・産業） （経営・環境） （地域・コミュニティ） （行政・法律） （文化・歴史） （コミュニケーション）
①社会情報基礎科目
情報社会の特質を理解する科目
情報分析ツールを習得する科目
情報活用技術を習得する科目
情報交換能力の向上を図る科目
②専門基礎科目
理論経済学特論 経営管理特論 地域社会学特論 公法特論 構造変動特論 コミュニケーション特論
環境科学特論 私法特論
③専門情報科目
経済情報特論 経営情報システム特論 地域情報特論 公共システム特論 歴史情報特論 情報行動特論
計量経済学特論 経営科学特論 地域プロジェクト創造論 政治理論特論 情報文化特論Ａ 現代メディア特論
地域経済学特論 経営会計システム特論 情報文化特論Ｂ ヒューマンインターフェース特論
④専門応用科目
交通経済学特論 企業・産業分析スキル 社会起業家特論 地方自治特論 説話伝承特論 人間行動特論
社会政策特論 環境保全特論 地域ビジネス経営論 行政学特論 社会倫理特論 言語コミュニケーション特論
租税システム特論 行政法特論
⑤特別研究
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
各領域の専門基礎科目や専門
情報科目をより深化・発展さ
せるための応用的・先端的科
目
履　修　概　念　図
経済・経営領域 地域・行政領域
各領域のベースとなる理論的
枠組みや基本的思考方法を学
ぶ科目
各領域との関連で、高度情報
社会がもたらす諸課題の解
決、情報的視点からの社会現
象の分析、効果的な情報活用
手段の追求等を行う科目
文化・コミュニケーション領域
社
会
情
報
基
盤
領
域
◎情報社会特論
ゲーム理論　　　　　　　　　社会統計学特論　　　　　　　　モデル・シミュレーション論　　　　　　　　　意思決定科学　
情報処理特論　　　　　情報ネットワーク特論　　　　　情報システム特論　　　　　情報セキュリティ特論　　　データベース特論
国際コミュニケーションＡ　　　　　　　　　　　　　　　　　国際コミュニケーションＢ
修士論文のための研究指導
特別研究Ⅰ 特別研究Ⅱ　
特別研究Ⅰ（情報） 特別研究Ⅱ（情報）　  
 
4. 社会情報学への貢献 
意思決定研究からどのように社会情報学にアプローチするのか？ これは，わたしが群馬大学社会
情報学部に赴任することが正式に決まったときから，問い続けている問いである。なぜならば，社会
情報学という新しいコンセプトを持ち出さなくても，意思決定研究は情報とのさまざまな関係を探求
の対象としてきているからである。問い続けて辿り着いたところは，1994 年頃までに取り組んできた
研究を活かしながら展開することを基本に，社会情報学的な問いを設定するというものだった。そし
て，‘とりあえず’次の 2 つのアプローチをすることに決め，これまで多様な研究活動をおこなってき
た（ここで紹介できないものとしては，社会的マッチング関連の富山（1992），富山・細野（1999），
Tomiyama and Hosono（2001））。 
 
アプローチ 1：集合的意思決定の基礎的・理論的な研究から，情報現象を分析し，そのメカニズム
を解明しようとする。 
アプローチ2：アプローチ1の成果を現実社会の集合的意思決定にかかわる問題解決に生かすべく，
新しい手段としての情報通信技術（Information and Communication Technology，以下
ICT）の利活用を企画・設計・開発・実施などする。 
 
ここでは，アプローチ 1 の成果として，私的情報の集約や公的情報の開示といったテーマの研究に
道を開いた「不確実性のもとでの集合的意思決定」の研究を紹介する（たとえば，富山 2002a）。アプ
ローチ 2 の成果として，民主的意思決定を中心に据えた電子民主主義の研究を紹介する。 
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4.1. 不確実性のもとでの集合的意思決定の研究 
何人かの個人が，みずからの所属する集団や組織・社会において，何らかの目的を達成するために，
集合体としての統一意見として，いくつかの選択肢の中から 1 つまたは少数の選択肢を選び出すこと
を「集合的意思決定（collective decision making）」という。このような集合的意思決定の具体例は，現
実の中にさまざまな形で見出すことができる。たとえば，知事・市長・町長や国会議員・県会議員な
どをえらぶ公的選挙，アメリカにおける裁判で採用されている陪審制，日本の裁判員制，持ち株数に
比例した持票数を株主に割り当てる加重投票方式を採用する株主総会，常任理事国に拒否権を与えた
国連の安全保障理事会，首相公選制や憲法改正に使われる国民投票，プルサーマル計画の是非を問う
た新潟県刈羽村の住民投票（日本では投票結果に法的拘束力はないが，スイスやアメリカでは拘束力
がある）などである。 
ここに挙げた例は，一口に集合的意思決定と言っても，そこには多様な形態が可能であることを示
している。しかし，いくつかの選択肢のどれを好ましいと考えるかという個人の意思表示が与えられ，
それらを何らかの形で集約することによって集合体としての統一意見を定めるという点では共通して
いる。この共通点に含まれる前半の部分，すなわち個人が選択肢の好ましさを評価しようとするとき
の状況の違いに注目するとき，集合的意思決定は「確実性」の場合と「不確実性」の場合に大別する
ことができる。前者はそれぞれの選択肢によって個人にもたらされる結果が一通りしかない場合であ
り，後者はそれが複数ありえる場合である。複数の結果が起こりえるのは，個人ではコントロールで
きない外的要因が選択肢のもたらす結果に影響を与えるからである。コントロールできない外的要因
に対して個人ができることは，起こりえる複数の結果の可能性についての“情報”を集めようとする
ことになる。これまでの集合的意思決定理論は，社会的選択論や集合的選択論に代表されるように「確
実性のもとでの集合的意思決定」を対象として多くの成果を生みだしてきた（膨大な文献がある。翻
訳も含めて日本語で読める代表的な書物としては，Condorcet (1785)，Black (1958)，Arrow（1963），Sen
（1970），佐伯（1980），鈴村（1982），小林（1988），中村・富山（1998），宇佐見（2000），富山・金
井（2005））。しかし，「不確実性のもとでの集合的意思決定」をまったくと言っていいほど対象とはし
てこなかった。 
このような「不確実性のもとでの集合的意思決定」においては，どのような問いが問うべき問いな
のであろうか？ 残念ながら，現時点では，この問いに対して具体的な研究成果をふまえて体系的に
答えることはできない。不確実性のもとでの集合的意思決定は最近になって研究されはじめてきたか
らである。しかしながら，確実性のもとでの集合的意思決定では問う必要のなかった“情報”にまつ
わる問いは問うべきものの重要な 1 つであるように思われる。われわれは，集合的意思決定のための
社会的コミュニケーション・プロセスまたは社会情報過程（情報の生成，加工，発信，開示，受信，
収集，集約など）はどうあるべきかという問いが重要であると考える。この問いが意味をもつために
は，“個人の意思決定にかかわる情報，すなわち起こりえる複数の結果の可能性についての情報は，集
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中されたり統合されたりした形では決して存在していない。すべての分離している人々が保有する不
完全なかつしばしば矛盾する知識の断片としてのみ存在している”ということを大前提としなければ
ならない。これは公私大小にかかわりなく，われわれを取り巻く環境としての情報空間のもっとも基
本的な特徴であろう。 
この大前提を受け入れたとき，つぎのような具体的な問いかけが意味をもってくる。たとえば，政
府や行政が市民から私的情報を収集すること（Citizen to Government）は集合的意思決定にどのような
影響をもたらすかという「私的情報の集約問題」，逆に政府や行政が市民に公的情報を開示すること
（G to C）は集合的意思決定にどのような影響をもたらすかという「公的情報の開示問題」である。 
「私的情報の集約問題」は，「投票の逆理」を発見したのと同じ Condorcet による「陪審定理（Jury 
Theorem）」に端を発する（Jury Theorem は Black(1958)の命名による）。1975 年ごろから研究がはじめ
られ，さまざまに展開されてきている（Grofman，1978；Grofman, Owen and Feld，1983；Nitzan and Paroush，
1984a，1984b，1984c，1984d，1984e；Grofman and Owen，1986；富山，1991，1997a，1998a，2000，
2006a）。最近，政治諸制度への情報集約アプローチという名称で 1 つの領域が形成されつつある（た
とえば，Piketty(1999)）。 
コンドルセの陪審定理の意味を陪審制の文脈を離れて一般的に言い直せば，集団や社会は多数決投
票をただ単に採用することによって，集団は誰かひとりの個人よりもより正しい意思決定をすること
ができ，さらに集団の構成員数を増やすことによって，多数決投票はまったく誤りのない決定へと近
づけることになる。こうして，コンドルセの陪審定理は民主主義に理論的な根拠を与えたという点で，
最近になって政治学・経済学・社会学などの領域で大きな注目を浴び，さまざまに展開されてきてい
る。もっとも基本的な展開の 1 つは，陪審定理の仮定が満たされるならば，投票は選択肢について人々
がもっている分散化された私的情報を集約するためのメカニズムとしての役割をもっているという点
である。これは，一般によく知られている，政策決定や代表者選出における社会的なメカニズムとし
ての投票の役割とは“まったく”異なる。投票制度を含めた政治的諸制度のデザインにあたっては，
私的情報の効率的な集約という新しい評価基準を提示しているのである（たとえば，Pikkety (1999)）。 
一方，「公的情報の開示問題」は，住民投票や県民投票・国民投票といった形での政策決定への直
接的な市民参加における公的情報の開示問題を扱うものである（Gersbach，1992，1995，2000a，2000b）。
行政の秘密主義を打ち破るために2001年4月に施行された情報公開法における行政機関の情報公開問
題とは異なる。 
政策決定に市民が参加する場合，提案された政策が実際に施行されたとき，どのような結果がもた
らされるかについての情報は，市民ひとりひとりが収集することは困難なことが少なくない。コスト
や時間がかかりすぎ，収集技術にも限界があるからである。このような場合には，公的機関が調査な
どをして情報を集め，それを市民に開示するという手段が考えられる。社会問題となった諫早湾埋め
立ての影響調査はこの典型的な例である。このような公的情報の開示はひとびとの意思決定にどのよ
うな影響を及ぼしえるのであろうか？ 一人二人の数人に損失をもたらすことがありえることは，容
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易に想像することができよう。しかし，過半数の人々に，さらには全員に損失をもたらしてしまうこ
とがあるとすれば，公的情報の開示は慎重のうえにも慎重を期しておこなわなければならないことに
なろう。Gersbach（2000a）はこのような事態が起こりうることを数学的に証明したのである。 
 
4.2. 民主的意思決定を中心に据えた電子民主主義の研究 
出発点は電子投票の研究 現実社会の集合的意思決定にかかわる問題解決に生かすべく，新しい手
段としての ICT の利活用を考えようというアプローチ 2 の最初の成果は，富山（1997b，1998b）であ
る。これらの概要をまとめると，つぎのようになる。「本研究は，高度な情報技術と通信技術を活用し
たネットワーク社会における，実現可能な新しい民主制を構想することを目的とする。このため，現
在提案されている電子投票システムのセキュリティ技術が実用段階にまで到達していることを確認し，
直接民主主義の新たな概念化を試み，それを用いて日本型民主制の問題点を明らかにし，それを解決
するには 2 つのアプローチ−修正と移行−が可能であることを述べ，それぞれのアプローチによる新た
な民主制を提案する。これらを踏まえて，電子投票システムの導入，単記投票方式からの脱却，ボル
ダ方式や加重多数決方式・コープランド方式の採用，そして電子討議システムの研究開発の必要性を
主張したい」。 
これらの研究成果はいずれも，上述した社会情報システム学シンポジウムで発表したものである。
1998 年に太田敏澄から特別講演の機会をいただいたわたしは，先に述べたアプローチ 1 と 2 のその時
点までの研究成果をまとめた上で，今後の研究課題を展望したいと強く思った。“社会情報学の研究は
いつやるの？”と聞かれれば，“今でしょ！”という静かなヤル気に満ちていたのだ。富山（1998b）
のレジュメの冒頭部分がそれを雄弁に語っている。 
 
情報技術と通信技術の発展は，これまでには実現不可能であった新たな選択肢を可能にしてき
ている。ここでいう新しい選択肢には，技術そのものについての選択肢はもちろんのこと，その
導入が人間に及ぼす影響も含まれる。加えて，その導入を前提とした社会システムについての選
択肢も含まれねばならない。われわれは，現状とこれまでにも可能であった古い選択肢に新たな
選択肢を含めた選択肢集合を対象として，それぞれの選択肢がもつ特徴を，吟味するための枠組
みそのものを再検討しながら，理論的かつ実証的に研究しその成果を学問的に体系化していかな
ければならない。さらにその成果を踏まえて，ネットワーク社会における社会的選択の判断に役
立つ基礎的知識を提供していかなければならない。社会情報学の実践がここにあると考える。 
本報告は，このような社会情報学のささやかな実践を意図している。加えて，太田（1996）の
社会情報システム学の構想にある次のような問題提起に答えようとするものでもある。コンピュ
ータや情報システムの利用形態は大きく変化してきている。コンピュータの個人使用を中心とす
る‘パーソナル・コンピューティング’から，個人間でファイルを共有したり会議をしたりとい
う‘インターパーソナル・コンピューティング’へ，そこからさらにサイバーストアや電子決済
システム，行政の 24 時間ノンストップサービス，在宅投票システムなど，ネットワークを前提と
した社会的機能をになう‘ソーシャル・コンピューティング’への変化である。このような事態
にどのように取り組めばよいのであろうか。この課題は，社会システムを問う課題であるととも
に，情報システムを問う課題でもあり，さらに社会情報それ自体の意味を問う課題ともなってい
る。 
ここでは，このなかの在宅投票を可能とするために不可欠な電子投票システムを取り上げる。3
つの理由がある。第 1 は，電子投票システムの導入が進んでおり，その検討が緊急を要するから
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である。世界では，電子投票システムを導入した国や地域が増えている。たとえば，アメリカや
オランダ，ベルギー，欧州議会選挙など。さらに，スペインなど 30 数カ国が部分的に試行してい
る。一方日本でも，導入の気運が高まってきている。ある大手新聞社がおこなった「電子投票シ
ステムを考えるシンポジウム」では，郵政省や総務庁といった中央官庁も後援し，超党派の国会
議員による電子投票システムを推進する議員連盟ができている。また，地方自治体においても，
川崎市や広島市，藤沢市などは積極的に検討をすすめている。第 2 は，電子投票システムのセキ
ュリティ技術の研究がかなり蓄積されてきており，その実現可能性を確認する段階にきているか
らである。第 3 は，最近さまざまな問題を露呈してきている民主的な政治システムを，来たるべ
くネットワーク社会を念頭において再検討する必要性があると考えるからである。 
このような問題意識のもとに，本研究は，高度な情報技術と通信技術を活用したネットワーク
社会における，実現可能な新しい民主制を構想することを目的とする。 
 
電子民主主義をめぐる研究の国内学での活発化 2000 年頃から，電子民主主義をめぐる動きが国内
学で活発化してくる。学問の世界とそれ以外に分けて，主な動きをあげてみよう。 
まずは，学問の動きである。第 1 は，民主的な諸制度への ICT の影響という“政治学からの流れ”
である。2000 年に国際政治学会の機関誌で特集が組まれる。岩崎正洋は書著『サイバーポリテックス』
のなかで，この特集を翻訳し，さらに欧米の研究成果を幅広く紹介している。世界の政治学者が現在
の状況をどのように捉え，政治学の研究手段としての ICT をどのように取り扱うべきかの見解を示し
ている。第 2 は，ICT の応用という“情報科学からの流れ”である。2001 年に IEEE ACM で特集が組
まれる。「情報技術で枠組みづけられた社会における民主主義」と題し，特集全体の構想を論じた
Grönlund は，電子民主主義研究が制度的な制度と管理と市民社会におけるすべての民主的なプロセス
を対象とすべきであると主張している。掲載されている論文の多くは，ICT の活用という視点からの
ものである点で共通している。技術決定論の色彩が濃い。じつは，電子民主主義の研究はトフラーが
1995 年に発表した『第三の波の政治』に端を発する。これら 2 つは ICT の著しい発展に支えられた大
きな 2 つの流れだったのである。 
つぎは，学問以外の動きを 3 つ挙げておこう。第 1 は，2001 年に(株)NTT データシステム科学研究
所が「次世代電子政府研究会」を発足させたことである。わたしも，メンバーの一人に加えていただ
いた。民間の企業が電子民主主義の研究会を発足させると聞いたとき，わたしは正直いうと驚いた。
しかし，話を聞くとしごく納得できるものであった。報告書（2002）の冒頭で，次のように書かれて
いる。 
 
我が国では，高度情報通信ネットワーク社会の形成を目的としてIT基本法が制定され，それに
基づく国家戦略として「e-Japan戦略」が政府主導で策定されている。このような動きは，近年の
インターネットに代表される情報通信の高度化と普及に伴う，社会・経済の大規模な構造変化に
対応するものであるが，e-Japan戦略によってもたらされる社会基盤の変革は，民間事業基盤の革
新・強化，行政プロセスの効率化・透明化等にとどまるものではない。殊に，いわゆる電子政府
との関わりから見たときには，市民が行政サービスの受け手という立場から，国，自治体等によ
る公的プロセスへ積極的に参加する主体としての立場を獲得する契機を生みだしている。このよ
うな動きはe-democracy，サイバー民主主義あるいは電子民主主義といった言葉が表現しようとし
ているものである。 
(株)NTT データは電子政府の行く末に，上記のような含意があることに鑑みて，情報社会にお
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ける民主主義実現のための電子政府について議論を進めるため，「次世代電子政府研究会（座長:
須藤修東京大学社会情報研究所教授）」を設置した。また，併せて広く有識者の意見を集めるべ
く，諸分野の専門家からなる「次世代電子政府研究会外部パネル」を設けてコメントを募集した。
本報告書は次世代の電子政府のあるべき姿について，研究会の議論を通じて得られた成果をとり
まとめたものである。 
 
第 2 は，2002 年 2 月 1 日に，「地方公共団体の議会の議員及び長の選挙に係る電磁的記録式投票機を
用いて行う投票方法等の特例に関する法律」が施行されたことである。これは，条例を定めた地方公
共団体の議会の議員又は長の選挙において，投票所型の電子投票を許可した法律である。いわゆる電
子投票の解禁である。同年 6 月 23 日，岡山県新見市の市長・市議員選挙において，全国初の電子投票
が実施された。わたしは，NTT データ研究会の方々と一緒に見学に行った。新見市はこれまで 4 回の
電子投票を実施しており，日本全体では 23 回となっている。第 3 は，2003 年に，OECD が Promise and 
Problems of E-democracy: Challenges of Online Citizen Engagement という題目の冊子を出版したことであ
る。これは，OECD 加盟国政府が新たな ICT が公共政策決定への市民参加を拡大するための強力なツ
ールであることを認識しているとして，ICT を用いて市民に対して政策決定に情報，意見を述べ参加
する機会を提供する政策のあり方に焦点を当てている。OECD 加盟 12 カ国（日本は含まれていない）
および欧州委員会から現在の実施状況についての多くの実例を集めている。最後に，オンラインによ
る政策決定への市民参加を成功させる 10 原則を提案し，5 つの主要な課題を明らかにしている。 
意思決定科学からのアプローチ これらの国内外の動きを学びながら，わたしは電子民主主義研究
への自分のアプローチを探っていった。そして，辿り着いたところは，「民主的な意思決定を中心に据
えた意思決定科学からのアプローチ」であった。政治学からでもなく，情報科学からでもないところ
がポイントである。これらの特集の大きな流れに沿って，これまで試みられていなかった意思決定科
学の立場から，電子民主主義の研究をどのように進めるべきかという枠組みを構想しつつ，過去のい
くつかの具体的な研究成果をそのもとに位置づけながら，今後の問うべき問いを理論面と実践面から
検討した（富山 2002b，2002c）。第 5 回社会情報学シンポジウムで基調講演をする機会をいただいた
おかげで，この作業は加速させることができた。電子民主主義をめぐる諸課題の解決には，人文科学・
社会科学・情報科学からの総合的アプローチが必要不可欠であるということを主張する内容であった。 
翌 2003 年には，この構想をもとに申請した科学研究費補助金「電子民主主義のジャパン・モデル
構築に関する研究」が採択される（研究代表者：富山慶典，研究期間 2003〜2005 年）。共同研究者（専
門分野）は，岩井淳（社会情報システム学），伊藤賢一（社会学，社会的規範論），佐渡一広（情報科
学），北村純（行政学），小竹裕人（住民ニーズと公共政策），富山慶典（意思決定科学）である。多様
な分野の研究者が集まっている社情だからこそ，まさに可能となった研究プロジェクトであるといえ
よう（詳しくは，富山編著 2006b を見よ）。そして，2003 年は社会情報学部にとって創設 10 周年にあ
たる年である。それまでの成果と人脈を生かして，電子民主主義のセッションを次のプログラムで企
画させていただいた（詳しくは，研究論集 第 11 巻，社会情報学部創設 10 周年特集，45〜52 を見よ）。 
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群馬大学社会情報学部 
創設 10 周年記念シンポジウム 
 
       セッション：『e-デモクラシーの胎動と日本の地域社会 
             ～世界の先進事例から将来的展開のあり方を考える～』 
 
日時：2003 年 10 月 3 日（金） 13:30～16:00 
場所：大学会館ミューズホール（荒牧キャンパス） 
司会：富山慶典（群馬大学社会情報学部） 
 
1．「海外における e-デモクラシーの展開」  新開伊知郎（株式会社 NTT データ） 
2．「国内における e-デモクラシーの展開」  小竹裕人（群馬大学社会情報学部） 
3．「e-デモクラシーにおける 
       日本モデルの構築に向けて」  岩井淳（群馬大学社会情報学部） 
4．ディスカッション 
      コメンテータ  塩崎泰雄（NPO：桐生地域情報ネットワーク理事長） 
              稲葉清毅（NPO：行政文化研究所あっとぐんま理事長） 
 
【趣旨】 「e-デモクラシー」とは，情報，討議あるいは投票・選挙によって政治家と市民とを
結びつけるために情報通信技術を使用する，ということを表すために使われる言葉である。最近，
国内外において，このような e-デモクラシーへの関心が高まってきている。そこでの論点のひと
つは，e-デモクラシーの主役である市民をどのように捉えるかという問題である。欧州では，単
なるサービス受容者として市民を捉える傾向が強く，米国では無条件にかなり能動的な参加者と
して市民を捉える傾向が強い。日本では，市民をどのように捉えればよいのであろうか？ 欧州
型か米国型か，これらとは異なる第 3 の型か？ 本セッションでは，海外と日本における先進事
例を学びながら，日本の地域社会にふさわしい市民像と e-デモクラシーの将来的展開のあり方に
ついて考える。 
 
電子民主主義研究の第二弾は，2007 年に採択された科学研究費補助金「電子民主主義の集合的判断
形成モデルの構築」（研究代表者：富山慶典，研究期間 2007〜2010 年）である。共同研究者（専門分
野）は，小竹裕人（住民ニーズと公共政策），佐渡一広（情報科学），岩井淳（社会情報システム学），
富山慶典（意思決定科学）である。集合的判断形成論の枠組に準拠した電子民主主義の新たなモデル
を構築することができ，かつ，構築しなければならないという着想を得たのは，第一弾の研究プロジ
ェクトと同時並行でおこなっていた基礎研究からであった。ここがポイントである。主には次の 3 つ
の基礎研究である。第 1 は，すでに説明した富山（2002a）で，私的情報の集約や公的情報の開示とい
った電子民主主義にとっての重要なテーマは“確実性の下での集合的意思決定”では扱うことができ
なかったけれども，“不確実性の下での集合的意思決定”では扱うことができることを明示した。第
2 は，富山（2004a）で，「集合的選好集約論」は“確実性の下での集合的意思決定”としての，「集
合的判断形成論」は“不確実性の下での集合的意思決定”としての特徴をもっている。古代ギリシャ
から 19 世紀までの集合的意思決定研究の歴史を概観したところによれば，選好集約論と判断形成論は
民主的決定にとって共に必要不可欠なものとして考えられてきていた。しかし，20 世紀は，選好集約
論の探求に偏りすぎてしまった。判断形成論の探求が置き去りにされてきた。判断形成論の探求をす
すめる必要がある。2つの理論は民主的決定にとって相補的な関係にある。そして，第3は，富山（2004b）
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で，電子民主主義は「民主的決定にかんする実践論」として，集合的意思決定論は「民主的決定にか
んする規範論」としてそれぞれ捉えることができる。このように，実践的な電子民主主義と規範的な
集合的意思決定論は，民主的決定過程を探求の対象としている点で共通している。しかし，それらの
関係についてはほとんど問われていなかった。両者の係わり方を検討した結果，規範論からの理論的
示唆に支えられたいくつかの実践的で実現可能な電子民主主義の構想を，私的情報の集約や公的情報
の開示に焦点をあてて提案した。 
ネット選挙の解禁 2013 年 4 月，公職選挙法の一部が改正された。これは，近年におけるインター
ネット等の普及に鑑み，選挙運動期間における候補者に関する情報の充実，有権者の政治参加の促進
等を図るため，インターネット等を利用する方法による選挙運動を解禁することを目的として行われ
たものである。いわゆるインターネット選挙運動の解禁である。同年 7 月 28 日の任期満了に伴い，7
月 4 日に公示され 7 月 21 日に投開票が実施された第 23 回参議院議員通常選挙は，わが国はじめての
ネット選挙運動が解禁されたもとで実施された。 
 
5. おわりに 
今後，市民が集合的意思決定過程に，特に公共的な決定過程に直接に参加する機会はますます増大
してくるであろう。技術的には電子投票や電子討議を背景として，行政的には地方分権を背景にして，
政治的には間接民主制の機能不全を補う目的での直接民主化を背景として（Budge , 1996），そして司
法的には裁判員制の導入を背景として，である。そうだとすれば，公共的意思決定の質が市民ひとり
ひとりの意思決定の質に依存する度合いは増加してくることになる。公共的な意思決定状況における
個人的意思決定の重要性が増してくるのである。市民がしっかりとした意思決定をおこなうためには，
意思決定科学の教育がもちろん重要ではあるが，情報も不可欠である。上述した情報環境の大前提を
受け入れるとすれば，それぞれの個人が固有の活動や経験などから得ている私的情報をできるかぎり
効率よく集約し，より良い公共的意思決定に役立てなければならない。一方，個人的な活動や経験な
どからでは得ることのできない，または，極めて困難な公的情報は人々に開示し，より良い公共的意
思決定に役立てていかなければならない。ここで紹介してきた研究はこのための基礎理論を提供する
という点で意義があると考える。実践への示唆を生み出すさらなる研究を通して，情報効率がより良
くかつ情報効果がより高い，情報通信技術と社会システムと人間の 3 者がバランスよく機能できる本
格的な情報社会を構築していかなければならない。 
ゆうべ，新しい夢をみた。体育館では子供たちが日本の内閣総理大臣の立候補者の氏名を投票用紙
に書きながら模擬選挙を楽しんでいた。そして，体育館の外では世界中の成年たちが環境問題とエネ
ルギー問題を解決すべくウェアラブルコンピュータを操作しながら「地球投票」のはじまりを‘今や
遅しと’待っていた。夢をみることは，何歳になっても，じつに楽しいものである。 
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